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大牟田市水道料金等関連業務委託に係る公募型プロポーザル方式実施要領 

 

 

１ 目的 

  本大牟田市水道料金等関連業務委託に係る公募型プロポーザル方式実施要領（以下「実

施要領」という。）は、大牟田市（以下「本市」という。）が「大牟田市水道料金等関連

業務（以下「本業務」という。）」を委託するに当たり、事務の効率化とお客様サービス

等の一層の向上並びに更なる効率的運営を図るため、検針及び滞納整理業務等を行う能

力を有する民間事業者（以下「事業者」という。）の中から、透明性及び公平性を確保

しながら、豊富な経験、実績及び信頼性を有し、かつ社会貢献度の高い優れた者を公募

型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により募集及び選定するために

必要な事項を定める。 

 

２ 本書の位置付け 

  本実施要領は、プロポーザルを実施するに当たり、以下の添付書類を実施要領と一体

のものとして取扱う。（以下「実施要領等」という。） 

（１）  添付書類 

① 大牟田市水道料金等関連業務委託仕様書 

② 最終業務受託候補者決定基準 

③ 大牟田市水道料金等関連業務委託様式集 

④ 大牟田市水道料金等関連業務委託契約書（案） 

 

３ 委託業務の概要 

（１）  業務名称 

大牟田市水道料金等関連業務 

（２）  業務履行場所 

① 事 務 所 大牟田市有明町２丁目３番地 大牟田市企業局内 

② 履行区域 大牟田市及び近隣市町 

（３）  委託範囲 

業務の委託範囲は次に掲げるものとし、詳細については大牟田市水道料金等関連

業務委託仕様書（以下「業務委託仕様書」という。）に定めるものとする。 

①  窓口業務 

②  検針業務 

③  開閉栓業務 

④  調定に係る資料作成業務 

⑤  収納業務 

⑥  滞納整理業務 

⑦  宿日直業務 

⑧  常直業務 

⑨  上水道維持管理業務 

⑩  下水道事業受益者負担金業務 

⑪  その他業務 

 

４ 委託期間等 

本業務の委託期間は、契約締結日の翌日から令和１４年３月３１日までとする。ただ
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し、契約締結日の翌日から令和９年３月３１日までは、既存業務の引継期間とし、業務

履行期間は令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。なお、引継期間内

に係る経費等は事業者の負担とする。 

 

５ 本業務のサービス範囲 

  事業者は、業務履行期間にわたり、業務委託仕様書に示す内容を遵守するものとする。 

 

６ 使用する言語、単位及び通貨 

  使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定めるもの、通貨 

は円とする。 

 

７ 遵守すべき関係法令 

  事業者は、本業務を実施するに当たり、必要とされる関係法令（法律、政令、省令、

条例、規則、規程及びガイドライン等を含む。）を遵守するものとする。 

 

８ 見積金額の限度額等 

（１）  本業務の見積金額の限度額は、金９２５，６５０，０００円（消費税及び地 

方消費税額を含まない。）とする。  

（２） 支払条件 

    令和８年度 なし 

     令和９年度から令和１３年度までの支払は、毎月払いの計６０回払とする。 

    事業者は、各支払回に対応する対象期間（１か月間）の業務について、毎月業務

完了報告を提出し、委託者は当該報告に基づき検収を行う。事業者は業務履行開始

月である令和９年４月に係る業務について検収完了後、初回分を５月に支払い、以

後対象期間１か月間ごとに合計６０回支払うものとする。 

 

９ 参加資格要件 

  プロポーザルに参加する者は、次の各号に掲げる条件をすべて満たすものとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

いこと。 

（２）破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てがなされ

ていないこと及び破産手続開始の決定を受けていないこと。 

（３）民事再生法（平成１４年法律５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

ないこと及び再生手続き開始の決定を受けていないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなさ

れていないこと及び再生手続開始の決定を受けていないこと。 

（５）手形若しくは小切手の不渡りがあること又は銀行及び主要取引先から取引停止を

受けた事実があり、経営状況が健全でないと判断される者でないこと。 

（６）参加資格確認基準日（参加資格確認申請書提出期限日）において、国税、県及び

市町村税に未納の税額がない者であること。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）でないこと。 

（８）役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴力団でないこと。 

（９）暴力団員がその経営に実質的に関与していないこと。 
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（１０）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用していないこと。 

（１１）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど暴力団

の維持運営に協力し、又は関与していないこと。 

（１２）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるような関係を有していないこと。 

（１３）参加者が本業務を受注したときは、業務を履行するために必要な物品の売買そ

の他の契約において大牟田市物品の買入れ及び製造の請負並びに不用品の売払い契

約に係る競争入札参加資格（平成２３年３月３０日告示第２０３号）１（３）に掲

げる者をその相手方又は代理若しくは媒介をする者として選定することがないよう、

必要な措置を講ずることができること。 

（１４）この公告の日から参加資格確認基準日までの期間において、大牟田市指名停止

等措置要綱（平成８年３月１日施行）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（１５）単体企業であること。 

（１６）個人情報保護に関してはプライバシーマーク、情報セキュリティに関してはＩ

ＳＯ/ＩＥＣ２７００１を取得していること。 

(１７)本プロポーザルに参加する他の参加者との間に、資本関係又は人的関係がないこ

と。 

(１８)令和５年度から令和７年度までの各年度において、毎月１０，０００件以上（隔

月検針においては、年間６０，０００件以上）の水道料金の検針件数、かつ水道料金

の滞納整理業務実績を有すること。なお、実績の証明は、参加表明書提出時に併せて

提出すること。 

 

１０ 参加資格要件を喪失した場合の取扱い 

（１）  参加資格確認基準日から業務提案書等提出日までの間に参加資格要件を欠くに

至った場合は、プロポーザルに参加することができない。 

（２）  参加資格を有した者が最終業務受託候補者決定日までの間に参加資格要件を欠

くに至った場合、本市は最終業務受託候補者決定の審査対象から除外する。 

（３）  最終業務受託候補者決定日から契約の締結日までの間に最終業務受託候補者が

参加資格要件を欠くに至った場合は、失格となる。 

 

１１ スケジュール 

   本業務のスケジュールは、表１「プロポーザルの実施スケジュール（予定）」のとお

りとする。 

   なお、日程に変更が生じた場合は、速やかに「１６実施要領等に関する質問への回

答（１）公表先」に示す本市ホームページで公表する。 

 

表１ プロポーザルの実施スケジュール（予定） 

実 施 事 項 日   程 

実施要領等の公表 令和８年１０月 １日（木） 

資料閲覧申込受付期間 
令和８年１０月 ２日（金） 

～１０月 ９日（金） 

資料閲覧期間 
令和８年１０月１３日（火） 

～１０月２０日（火） 

実施要領等に関する質問の提出期間 

（参加資格に関するもの） 

令和８年１０月 １日（木） 

～１０月１６日（金） 
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実施要領等に関する質問に対する回答の公表 

（参加資格に関するもの） 

回答は随時 

最終公表 令和８年１０月２２日（木 

） 

参加表明書及び参加資格確認申請書の提出期間 
令和８年１０月１３日（火） 

   ～１０月２３日（金） 

参加資格確認結果の通知 令和８年１１月 ６日（金） 

実施要領等に関する質問の提出期間 

（参加資格に関するもの以外） 

令和８年１０月１３日（火） 

～１０月３０日（金） 

実施要領等に関する質問に対する回答の公表 

（参加資格に関するもの以外） 

回答は随時 

最終公表 令和８年１１月２０日（金） 

業務提案書等の提出期間 
令和８年１１月３０日（月） 

～１２月 ４日（金） 

見積書及び見積内訳書の配達指定日 令和８年１２月 ４日（金） 

プレゼンテーションの案内 令和８年１２月 ７日（月）  

プレゼンテーション及び審査 
令和８年１２月２１日（月） 

令和８年１２月２２日（火） 

最終業務受託候補者の決定及び結果通知発送 令和８年１２月２８日（月） 

業務契約の締結 令和９年 １月 

業務引継期間 
契約締結日の翌日 

～令和９年３月３１日（水） 

業務開始 令和９年  ４月 １日（木） 

 

１２ 参加申込の手続き 

 （１）  提出書類 

参加希望者は、表２「参加資格確認申請時の提出書類」に示す書類を提出するこ

と。 

 

表２  参加資格確認申請時の提出書類 

提 出 書 類 留 意 事 項 

参加資格確認申請時提出書類一覧表 様式第１号－１ 

参加表明書 様式第１号－２ 

参加資格確認申請書 様式第１号－３ 

会社概要書 様式第１号－４ 

業務実績書（検針業務かつ滞納整理業務）

（収納業務かつ開閉栓業務）（宿日直業務

及び常直業務）（上水道維持管理業務及び

受益者負担金業務） 

様式第１号－５ 

役員等名簿及び照会承諾書 
様式第１号－６ 

ア 事業者が、株式会社については取締役（代表
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取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含

む。）、合名会社又は合同会社については社員、

合資会社については無限責任社員、社団法人又

は財団法人については理事（代表理事を含む。）

に該当する者を、前文に掲げる以外の事業者に

ついては、前文に掲げる役職に相当する地位に

ある者を記載すること。 

イ 法人格を有しない事業者については、代表者

及び団体の規約において重要な意思決定に直

接関与することとされる者を記載すること。 

ウ ア並びにイに掲げる者のほか、支配人を置

く場合は支配人、支店長、営業所長その他の者

に契約事務を委任する場合は、支店長、営業所

長その他の者を記載すること。 

 【添付資料】  

会社概要資料 最新のもの、パンフレット等も可 

営業経歴書 過去５年の営業実績がわかるもの 

直近決算年度から過去３年分に係る計算

書類及び事業報告書並びにこれらの付属

明細書 

会社法（平成１７年法律第８６号）第４３５条

第２項に規定されたもの 

登記事項証明書（履歴時効全部証明書）

（法務局発行）  
公表日以降に交付されたもの 原本 

法人税又は所得税、消費税及び地方消費

税に未納のない証明書 

公表日以降に交付された直近１ヶ年度分の未納

のない証明書「その３の３」原本 

県税に未納のない証明書 
公表日以降に交付された直近１ヶ年度分の県税

に係る未納のない証明書 原本 

市町村税に滞納のない証明書 
公表日以降に交付された直近１ヶ年度分の市町

村税に係る滞納のない証明書 原本 

参加資格要件を満たしていることを証す

る履行証明書、仕様書の写し 

令和５年度から令和７年度までの各年度におい

て毎月１０，０００件以上（隔月検針において

は、年間６０，０００件以上）の水道料金の検

針件数かつ水道料金の滞納整理業務実績を確認

できる履行証明書の原本、仕様書等の写し 

個人情報保護及び情報セキュリティに関

する公的認証取得の証明等 

個人情報保護に関してはプライバシーマーク、

情報セキュリティに関してはＩＳＯ／ＩＥＣ２

７００１の証明等の写し 

印鑑証明書 公表日以降に交付されたもの 原本 

 

（２）  提出先  

大牟田市企業局総務課（以下「事務局」という。） 

     所在地 〒８３６－８６６６ 大牟田市有明町２丁目３番地 

     電話番号 ０９４４－４１－２８４０ 
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（３）  提出方法 

事前に日時を連絡後、持参すること。 

（４） 提出期間 

令和８年１０月１３日（火）から令和８年１０月２３日（金）まで（日曜日及び

土曜日を除く。）の午前９時から午後５時までとする。 

 （５） 提出部数 

     各１部 

 

１３ 参加資格確認結果の通知 

    参加資格確認結果については事業者に対し、令和８年１１月６日（金）に郵送にて

通知する。 

参加資格を有していると認められた事業者（以下「参加者」という。）に対しては、

「参加資格確認結果通知書（様式第７号－１）」により通知する。また、参加資格を有

していないと認められた事業者に対しては、「参加資格確認結果通知書（様式第７号－

２）」に理由を付して通知する。 

（１）  参加資格確認結果に関する説明 

参加資格確認結果の通知により、参加資格を有していないとされた事業者は、本市

に対して、「参加資格確認結果に関する説明要求書（様式第１号－７）」により、説明

を求めることができ、本市は、当該事業者に対して「参加資格確認結果に関する説明

要求回答書（様式第７号－３）」により、令和８年１１月１７日（火）までに郵送にて

回答する。 

    ① 提出先 

    事務局 

② 提出方法 

      郵送（簡易書留又は一般書留のいずれか）による。  

③  提出期限 

 令和８年１１月１３日（金）の午後５時必着とする。 

 

１４ 資料閲覧 

本業務に関する資料閲覧を次の要領で行う。 

なお、閲覧が可能な資料は、表３「閲覧可能資料」に示すとおりとし、紙資料での閲

覧とする。 

資料閲覧を希望する場合は、「資料閲覧申込書（様式第３号）」に記入のうえ、提出す

ること。 

 

表３ 閲覧可能資料 

番号 名  称 

１ 企業局水道事業概要（令和７年度） 

２ 企業局下水道事業概要（令和７年度） 

３ 大牟田市新水道ビジョン 

４ 大牟田市企業局統計年報（令和３年度～令和７年度） 

５ 業務報告書（年報）（水道料金等） （令和３年度～令和７年度） 

６ 業務報告書（月報）（水道料金等） （令和３年度～令和７年度） 

７ 印刷製本発注帳票（見本）（水道料金・下水道事業受益者負担金） 
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（１）提出先 

    事務局 メールアドレス e-suido-p@city.omuta.fukuoka.jp 

（２）申込方法 

電子メールとする。 

件名の先頭に、「【水道料金等関連業務】」と付すこと。 

 （３）申込期間 

 令和８年１０月２日（金）から令和８年１０月９日（金）までとする。  

（４）資料閲覧場所 

 資料閲覧場所は、本市が指定した場所とする。   

（５）資料閲覧期間及び閲覧日時 

資料閲覧期間は、令和８年１０月１３日（火）から令和８年１０月２０日（火）ま

でとする。閲覧日時については本市が指定し、「資料閲覧申込書（様式第３号）」に記

載された担当者に電子メールにて連絡する。なお、希望日時に添えない場合は、別途

調整する。  

 

１５ 実施要領等に関する質問書の提出 

   実施要領等について質問がある場合は、質問内容を簡潔にまとめ「実施要領等に関

する質問書（様式第２号）に記入のうえ、提出すること。 

（１） 提出先 

 事務局 メールアドレス e-suido-p@city.omuta.fukuoka.jp 

（２）  提出方法 

    電子メールとする。(ファイル形式は Word 形式のみ可)。 

件名の先頭に、「【水道料金等関連業務】」と付すこと。       

（３） 提出期間 

    ①参加資格に関するもの 

 令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月１６日（金）までとする。 

    ②参加資格に関するもの以外 

 令和８年１０月１３日（火）から令和８年１０月３０日（金）までとする。 

 

１６ 実施要領等に関する質問への回答 

   質問に対する回答は、本市のホームページで公表する。回答に当たっては、質問者

を匿名化する。 

（１）  公表先 

     本市ホームページの URL ： https://www.city.omuta.lg.jp/kigyoukyoku/ 

（２）  公表日  

   ①参加資格に関するもの  

随時行い、最終公表は令和８年１０月２２日（木）とする。 

 ②参加資格に関するもの以外  

随時行い、最終公表は令和８年１１月２０日（金）とする。 

 

１７ プロポーザルの辞退 

   本市より参加資格を有する旨の通知を受けた参加者が、プロポーザルを辞退する場

合には、業務提案書等の提出期限日までに「プロポーザル参加辞退書（様式第６号）」

を郵送（簡易書留又は一般書留のいずれか）により事務局へ提出すること。 

      

https://www.city.omuta.lg.jp/kigyoukyoku/


- 8 - 

 

１８ 業務提案書等の提出 

（１） 提出書類    

   参加者は、表４「業務提案書等提出書類」に示す書類を提出すること。 

 

表４ 業務提案書等提出書類 

提 出 書 類 様 式 留 意 事 項 

提案書等提出書類一覧表 様式第４号－１  

業務提案書提出書 様式第４号－２  

 業務提案書表紙（参加者名） 様式第４号－３ ア 参加者名の記入は（様式第４－３）の表紙

のみとする、 

業務提案書の内容部分には、参加者名が特定で

きない表現に置き換えること。 

イ （様式第４号－４）に記載する参加者記号

は、（様式第７号－１）に記載されている参加

者番号を記入すること。 

ウ Ａ４判縦の用紙を基本とするが、必要に応

じＡ３判横も可とする。いずれも横書きで記載

する。業務提案書全体の枚数は、表紙を除きＡ

４判で換算し５０ページ以内とし、ページ番号

を付番する。Ａ４判は両面印刷、Ａ３判は片面

印刷とし、Ａ判に折り畳んで添付すること。 

 エ 書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は

日本通貨、単位は計量法（平成４年法律第５１

号）に基づく単位とする。 

オ 文字の書体はＭＳゴシック体、文字のサイ

ズは１０．５ポイント以上とすること。ただし、

図式中の文字のサイズはこの限りでない。 

カ 簡潔かつ明瞭に記述すること。 

 専門用語や略語を用いる場合は、初出の場所

に一般用語を用いて定義を記述すること。ま

た、必要に応じ注釈を付記すること。 

 キ コンパクトディスク等電子装置を使用す

る記憶媒体での提出は認めない。 

 ク 日付については、原則元号で記載するこ

と。 

ケ 業務提案書記載事項に対する根拠資料等

は添付資料とすること。 

 

 

 

 

 

業務提案書表紙（参加者記号） 様式第４号－４ 

業務体制に関する提案書 様式第４号－５－① 

業務体制図 様式第４号－５－② 

地域貢献（地元経済・地元雇

用）に関する提案書 
様式第４号－６ 

窓口業務に関する提案書 様式第４号－７ 

検針業務に関する提案書 様式第４号－８ 

開閉栓業務に関する提案書 様式第４号－９ 

調定に係る資料作成業務に関

する提案書 
様式第４号－１０ 

収納業務に関する提案書 様式第４号－１１ 

滞納整理業務に関する提案書 様式第４号－１２ 

宿日直業務に関する提案書 様式第４号－１３ 

常直業務に関する提案書 様式第４号－１４ 

上水道維持管理業務に関する

提案書 

様式第４号－１５ 

下水道事業受益者負担金業務

に関する提案書 

様式第４号－１６ 

その他業務に関する提案書 

（業務履行方法に関するも

の） 

様式第４号－１７ 

研修、教育及び人材育成に関

する提案書 

様式第４号－１８ 

セキュリティ（情報セキュリ

ティ含む。）及び個人情報の保
様式第４号－１９ 
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護に関する提案書  

 

 防災、災害及び緊急時危機管

理に関する提案書 
様式第４号－２０ 

その他の業務に関する提案書 様式第４号－２１ 

見積書 様式第４号－２２ ア （様式第４号－２２）には本業務全体の５

年間に要する経費の総額を記入し、（様式４号

－２３）には、その内訳を年度別に記入するこ

と。 

イ 見積書送付用封筒記載要領（様式第４号－

２４）に従い郵送すること。 

ウ 物価変動等に応じた改定は見込まないこ

と。 

エ 消費税及び地方消費税額は含まないこと。  

見積内訳書 様式第４号－２３ 

（２） 提出先 

     事務局   

所在地  〒８３６－８６６６ 大牟田市有明町２丁目３番地 

     電話番号 ０９４４－４１－２８４０ 

（３） 提出方法 

     ①業務提案書等提出書類（見積書及び見積内訳書を除く。） 

事前に日時を連絡後、持参すること。  

    ②見積書及び見積内訳書 

     配達日指定による郵送（簡易書留又は一般書留のいずれか）とする。 

（４） 提出期間及び配達指定日 

    ①業務提案書等提出書類の提出期間 

    令和８年１１月３０日（月）から令和８年１２月４日（金）までとする。 

なお、各日午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。

（見積書及び見積内訳書を除く。） 

    ②見積書及び見積内訳書の配達指定日 

    令和８年１２月４日（金）とする。 

（５） 提出部数 

    提案書等提出書類一覧表（様式第４号－１） １部 

    業務提案書提出書（様式第４号－２） １部 

業務提案書  

正本１部  「業務提案書表紙（参加者氏名）（様式第４号－３）」、「業務体

制に関する提案書（様式第４号－５－①）」から「その他の業務

に関する提案書（様式第４号－２１）」までをまとめて綴ること。 

      副本１４部 「業務提案書表紙（参加者記号）（様式第４号－４）」、「業務体

制に関する提案書（様式第４号－５－①）」から「その他の業務

に関する提案書（様式第４号－２１）」までをまとめて綴ること。 

    見積書（様式第４号－２２） １部 

    見積内訳書（様式第４号－２３） １部 

１９ 費用の負担 

プロポーザルに係る費用については、全て参加者の負担とする。 
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２０ プロポーザルの提出書類の使用等 

（１） 参加者から提出された業務提案書等は返却しない。 

（２）  参加者（プロポーザルを辞退した者も含む。）は、本市が提供する資料を本プ 

   ロポーザルに係る検討以外の目的で使用することはできない。 

（３） 業務提案書等の著作権は、それぞれの製作者に製作者に帰属するが、プロポー

ザルの実施上必要な場合は、無断及び無償で複製することがある。  

 

２１ プロポーザルに関する留意事項 

（１） 提出書類の書換え等の禁止 

参加者は、業務提案書提出期限以降における提出書類の差替え及び再提出をする

ことができない。 

（２） プロポーザルの無効 

参加者が次のいずれかに該当する場合は、プロポーザルの参加資格又は最終業務

候補者の決定について、無効とする。 

① 提出方法、提出期限又は提出書類に適合しないとき。 

② 業務提案書に虚偽又は不備があったとき。 

③ １参加者につき業務提案書を２件以上提出したとき。 

④ 見積書及び見積内訳書が配達指定日（令和８年１２月４日（金））に本市に到達

しないとき。 

⑤ 見積書を２通以上提出したとき。 

⑥ 見積書及び見積内訳書に委託名の記載がないとき、見積金額の記載がないとき、    

見積金額を訂正したとき、記名押印がないとき、又は記載事項が不明で判読しに

くいとき。 

⑦ 見積金額の限度額（消費税及び地方消費税額を含まない額。）を上回る価格で見

積もったとき。 

⑧ 見積内訳書の提出をせずに見積書を提出したとき、又は提出された見積内訳  

書の内容が見積書に対応しない見積もりをしたとき。 

⑨ 連合その他不正の行為があったと認められるとき。 

⑩ 参加者がプレゼンテーションに出席しないとき。 

⑪ 契約の履行が困難と認められるに至ったとき。 

⑫ その他不適当と認めるものがあったとき。 

（３） プロポーザルの成立 

プロポーザルは、参加者が１者となった場合も成立する。 

（４） プロポーザルの中止等 

    本市が必要と認めた場合には、プロポーザルを中止、延期、又は取消すことがあ

る。 

    この場合において、参加者が損害を受けることがあっても、本市はその賠償の責

を負わない。 

２２ 審査委員会 

（１）  審査方法 

本業務では、専門的かつ豊富な経験、実績及び信頼性を有する優れた事業者を選

定するために公募型プロポーザル方式を採用し、見積価格のほか業務提案の非価格

要素を含めて総合的に評価する。   

（２）  審査委員会の設置 
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本市では、業務受託候補者の選定に当たり、公平性及び透明性を確保し審査を実

施するため、大牟田市水道料金等関連業務委託審査委員会（以下「審査委員会」と

いう。）を設置する。 

（３） 審査委員会の構成 

   審査委員会は、本市企業局職員（局長代理、総務課長、総務副課長、上水道課長、

下水道課長）５名により構成する。 

   なお、参加者が本実施要領等公表後最終業務受託者選定前までに、本業務につい

て審査委員会の委員に対して、直接及び間接に関わらず、メール、電話、第三者を

介してなどにより接触を試みた場合は失格とする。 

 

２３ 事業者の決定 

（１） プレゼンテーションの実施 

委員会及び本市は、業務提案書等受付終了後、参加者ごとにプレゼンテーション

を実施する。 

実施時期は、令和８年１２月２１日（月）及び２２日（火）（予定）とし、場所及

び内容等を参加者に対して、「プレゼンテーション開催通知（様式第７号－４）」に

より令和８年１２月７日（月）に電子メールにて通知する。 

なお、プレゼンテーションの内容も評価の対象となるため、事務局において録音

を行う。 

①  参加者は、「プレゼンテーション参加者届出書（様式第５号）」により、プレゼン

テ－ションに参加する人員（５名以内で可能な限り少人数）等について、速やかに

本市に対し届け出ること。 

②  参加者のうち希望者は、電子機器類を使用してプレゼンテーションを行うことが

できる。この場合に必要な電子機器類は、参加者で準備すること。 

なお、スクリーン（プロジェクター用）については本市で用意する。 

準備及び片付けに要する時間は、プレゼンテーション（質疑応答まで含む。）の前

後各１０分以内とする。 

③  所要時間は、１参加者につき１時間以内とする。 

      ア  プレゼンテーション   ４０分以内 

   イ 質疑応答        ２０分程度   

  ④ 参加者は、プレゼンテーションを実施するに当たっては、社名等が特定できない

ようにすること。 

  ⑤ プレゼンテーションは提出した資料等で特に強調したい項目を中心に説明を行う

ものであり、補足説明資料や新たな資料等を提出することはできない。 

（２） 最終業務受託候補者の選定 

最終業務受託候補者の選定等は、審査委員会において行う。 

審査委員会は、業務評価審査による業務評価点に価格評価点を加算して総合評価

点を算定し、総合評価点が最も高い参加者を最終業務受託候補者とする。  

なお、最も高い総合評価点が同点の参加者が２者以上あるときは、「最終業務受託

候補者決定基準４（３）審査の評価項目及び配点」に定める審査の評価項目のうち、

③業務体制、⑥検針業務、⑩滞納整理業務、⑰セキュリティ（情報セキュリティ含

む。）及び個人情報の保護、⑱防災、災害及び緊急時等危機管理の評価点を合計し、

その合計評価点が最も高い参加者を最終業務受託候補者に選定する。 

なお、この時点においても前記の合計評価点が最も高い参加者が２者以上ある時

は、事務局においてくじを引くものとし、成立案件を満たす委員（出席委員）全員
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が立会い、審査委員会は、当該くじの結果を踏まえ、最終業務受託候補者を選定す

る。 

（３） 総合評価点の配点内訳 

業務評価点と価格評価点の配点は、次のとおりとする。 

総合評価点（５００点満点）＝業務評価点（３７５点）＋価格評価点（１２５点） 

（４） 選定結果の報告 

    審査委員会は、選定結果を本市企業管理者に報告する。 

 （５） 最終業務受託候補者の決定 

本市企業管理者は、審査委員会からの選定結果を受け、最終業務受託候補者を

決定する。  

（６） 審査結果の通知 

     本市は、最終業務受託候補者に対しては、「審査結果通知書（様式第７号－５）」

により郵送にて結果を通知する。また、選定されなかった事業者に対しては、「審

査結果通知書（様式第７号－６）」により郵送にて結果を通知する。なお、次順位

者に対しては、次順位者として選定された旨を「審査結果通知書（様式第７号－

６）」に記載する。 

  （７） 審査結果の公表 

     審査結果については本市のホームページで公表する。 

     なお、公表内容に関する問い合わせには応じない。  

  

２４ 契約手続き 

（１） 契約に向けての協議等 

   本市と最終業務受託候補者は、誠意をもって協議を行う。なお、当該協議の期

間は、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日並びに１２月２９日から１月３日までを含み概ね３週間とする。 

（２） 仕様書の変更等 

   契約書に添付する仕様書は、最終業務受託候補者の業務提案等における提案が

優れたものと認められるときは、プロポーザル実施当初の２（１）①大牟田市水

道料金等関連業務委託仕様書を基に、（１）の協議及び本市の判断により追加変更

及び削除等を行うことができるものとする。 

（３） 見積書等の提出 

   本市が提出を求めた場合又は本市が必要と認める場合は、最終業務受託候補者

は見積書及び見積内訳書を提出するものとする。 

（４） 契約の締結 

本市は、（１）の協議が合意に達したときは、その最終業務受託候補者と業務委

託契約を締結する。 

（ア） 契約保証金 

契約保証金の額は、業務委託料の１００分の１０以上とし、契約締結の時ま

でに納めるものとする。ただし、保険会社との間に本市を被保険者とする履行

保証保険契約の締結をしたときは契約保証金の納付を免除する。 

      また、過去２年間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約

を２回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者であり、

その者が契約を履行しないこととなるおそれがないと本市が認めた場合は、契

約保証金の全部又は一部を免除する。この場合においては、最終業務受託候補

者は当該免除に該当すると判断できる書類を本市に提出しなければならない。   
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（イ） 誓約書の提出 

最終業務受託候補者は、業務委託契約の締結の際に、暴力団排除条例等を承

諾した旨の「誓約書」を本市に提出しなければならない。 

（５） 協議の終了 

（１）の協議が合意に達しないときは、本市は最終業務受託候補者に文書により

協議の終了を通知する。 

（６） 契約の辞退 

最終業務受託候補者は、契約までの間、契約候補者となることを辞退すること

ができる。この場合、本市にその理由を明記した文書により通知する。  

（７） 次順位者との交渉 

（５）により本市が協議の終了を通知したとき又は（６）により最終業務受託候

補者が契約の辞退を通知したとき若しくは最終業務受託候補者が業務委託契約を

締結できない事由が発生したときは、本市はプロポーザル結果において次順位以

下となった参加者のうち、順位が上位であった者から当該業務委託契約に向けた

交渉を行うことができる。 

（８） 協議及び契約に要する費用の負担等 

     最終業務受託候補者は、当該協議及び契約に係る費用を本市に請求することは

できない。 

     また、協議が不成立となった場合であっても、一切の申立てはできない。さら

に、すでに決定した事項の取消しによる補償等についても、本市は一切行わない

ものとする。 

 

２５ プロポーザルの不適合 

（１） プロポーザルにおける参加者の手続、提出書類及び参加資格等について、そ

の内容等に不適合があることが判明した場合は、審査委員会の審査により対応

を決定する。  

（２）  審査委員会は、必要に応じて参加者に対し、（１）に定める不適合についてヒ

アリングを行うことができる。 

（３）  本市は、（１）に定める不適合が重大又は悪質であり、プロポーザルの公平性

又は公正性を著しく損なう恐れがあると認められる場合は、プロポーザルに係

る決定事項を取り消すことができる。 

 

２６ 必要事項等の追加 

    本プロポーザルの実施に当たり、要領等に定める事項及び定めのない事項について

生じた場合は、参加資格確認結果の通知前においては本市のホームページを通じて、

また参加資格確認結果の通知後においては参加者に書面にて通知する。 

 

２７ 問合せ先【事務局】 

   大牟田市企業局総務課 

    所 在 地 〒８３６－８６６６ 大牟田市有明町２丁目３番地 

    電 話 番 号 ０９４４－４１－２８４０ 

    Ｆ Ａ Ｘ  ０９４４－４１－２８４２ 

    メールアドレス e-suido-p@city.omuta.fukuoka.jp 


